
 

第４編 

財政推計 



■財政収支見通し（一般会計）

　※財政収支見通しは、これまでの予算・決算の状況や国の資料等を参考に推計しています。

○歳　入

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

（決算） （最終予算） （当初予算） （推計） （推計） （推計） （推計）

521 502 493 494 487 491 494

165 171 165 170 166 159 152

147 159 141 129 125 133 146

572 543 566 548 547 549 561

譲与税交付金等 60 56 56 56 56 56 56

国・県支出金 257 244 244 248 252 261 277

その他 255 243 266 244 239 232 228

1,405 1,375 1,365 1,341 1,325 1,332 1,353

○歳　出

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

（決算） （最終予算） （当初予算） （推計） （推計） （推計） （推計）

637 636 613 623 626 636 638

人件費 231 230 215 217 210 215 212

扶助費 255 257 253 258 264 269 274

公債費 151 149 145 148 152 152 152

227 213 198 171 166 167 189

その他経費 506 526 554 547 533 529 526

物件費 150 147 160 160 160 160 160

維持補修費 12 18 17 18 19 20 21

補助費等 94 138 134 134 133 133 132

その他 250 223 243 235 221 216 213

1,370 1,375 1,365 1,341 1,325 1,332 1,353

35 0 0 0 0 0 0

　また、平成２６年度以降は、歳入では財政調整基金等からの基金繰入金や繰越金、歳出では予備費を見込
んでいません。なお、地方消費税交付金は、現行の消費税率を基に見込んでいます。
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□推計の考え方（歳入）

○市　税

○地方交付税

○市　債

○国・県支出金

○その他の歳入

□推計の考え方（歳出）

○人件費

○扶助費

○公債費

○投資的経費

○その他の歳出

□義務的経費とは、人件費・扶助費・公債費を合わせたもので、毎年、必ず支出が必要となる固定的な経費です。

　人件費：職員の給与など人にかかる費用

　扶助費：生活保護費、医療費助成など主に福祉や医療にかかる費用

　公債費：過去の借入金の返済にかかる費用

□投資的経費とは、市有施設や道路の整備など、将来も形となって残るものに支出される経費です。

　例）道路、学校、公園、市営住宅、清掃施設などの整備費

□その他の経費とは、事務的経費や施設の管理運営などにかかる経費です。

平成25年度当初予算をベースに、直近の伸び率等を勘案して推計しています。

既借入額の返済額に加え、今後の市債借入れを見込み推計しています。

新市建設計画事業や新市基本計画事業等の進捗状況なども踏まえ推計していますが、歳入の減少や義
務的経費の増額に伴い、後年度になるほど、減額を見込まざるを得ない状況となっています。
しかし、平成２８年度以降は、大型事業の実施による増額を見込んでいます。

平成25年度当初予算をベースに、直近の伸び率等を勘案して推計しています。

これまでの予算・決算の状況から、生活保護費、福祉医療費などの増加を見込んでいます。

職員人件費については、定員管理計画に基づく人員削減等を見込み推計しています。職員退職手当
は、定年退職者の見込み等を踏まえ、毎年度20億円前後を見込んでいます。

平成27年度以降、10年間の特例措置である合併算定替えの段階的な終了に伴う減収を見込んでいます。

個人・法人市民税は、これまでの予算・決算の状況、国が作成した資料や人口推計等を参考に推計額
を積算しています。固定資産税はさらに、３年に一度の評価替えを見込み推計しています。

臨時財政対策債は地方交付税と連動し、減額を見込んでいます。また、通常事業債については、市債
充当事業の厳選等により、発行総額の抑制と市債残高の縮減に配慮し、減額を見込み推計しています
が、大型事業の実施により平成２８年度以降は増額を見込んでいます。

生活保護費や障害者介護給付費に係る国庫負担金や、大型事業の実施による国庫補助金等の増額を見
込み推計しています。
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